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Ⅲ－３．行動基準

大規模地震発生時には慌てず、人命保護を最優先に迅速、適切に発生時、発生直後、

発生後の行動が出来るよう、事前に従業員等の行動基準を作成して従業員が会社から

指示を受けられない場合でも自ら判断出来るようにしておくこと及び日頃から訓練し

ておくことが重要です。 

その基準を作成する際には、次の内容を盛り込むことが重要です。 

１ 従業員のグループ分けと行動基準の基本的考え方

従業員の行動基準を作成するにあたり、まず従業員の行動別のグループ分けが必

要と考えられます。その上で各グループの要員がどのように行動するかを規定して

おきます。  

従業員、従業員以外の行動別グループ（例） 

２ 従業員の行動基準

行動基準については、常時携帯出来る＊１カード型のマニュアル等を作成し各人に

周知しておくことが大切です。（＊１：３８ページの「カードマニュアル作成例」

参照） 

（１）地震警戒宣言発令時 

地震発生に対応すべく次の準備を開始します。 

ア 警戒宣言の情報を早く正しく従業員に伝え地震に備えます。 

グループ 対 象 者 勤務時間中の行動基準 
勤務時間外の 

行動基準 

Ａグループ

災害対策本部員

現業ライン長 

経営職層 

１．自分の身の安全を確保する 

２．人員点呼を行う、又は受ける 

３．災害対策本部に集合 

緊急出社し、本部に

集合 

Ｂグループ 安全確保要員 

１．自分の身の安全を確保する 

２．人員点呼を受ける、又は行う 

３．指定された緊急措置実施その後

待機 

出社し指示を受ける

Ｃグループ
交替勤務要員 

１．自分の身の安全を確保する 

２．人員点呼を受ける、又は行う 

３．指定された緊急措置実施その後

待機 

４．交替要員到着後は別途指示 

１．交替時刻に出社

する 

２．その他上司要請

により出社 

３．他は自宅待機 

Ｄグループ 一般従業員 

１．自分の身の安全を確保する 

２．人員点呼を受ける 

３．指示により避難する 

１．上司要請により

出社 

２．他は自宅待機 

Ｅグループ

健康障がい者 

派遣社員 

協力会社員 

外来者(訪問者)

１．自分の身の安全を確保する 

２．人員点呼を受ける 

３．指示により避難、又は帰宅する 

自宅待機 
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イ 事前に施設の停止基準を定め安全措置を実施します。 

ウ 避難路確保の再確認をします。 

エ 備品、備蓄の再確認をします。 

（２）地震発生時 

平日昼間・夜間・休日に関わらず、事業所内で作業中の従業員は、即座に作業

を安全に中止し、身の安全を確保します。また、事業所外の従業員は、身の安全

を確保します。 

（３）平日昼間の地震発生直後 

地震が収まったら全員所属の指定場所に参集し人員確認をします。 

参集出来ない場合は電話等で連絡します。 

（４）平日昼間の地震発生後 

ア 通常の運転や作業等の中断をし、施設の緊急停止やプラントの安全対策の措

置、防潮堤の設置（大津波警報発令時）を最優先に実施します。 

イ 災害対策組織を設置し、災害対策組織員は災害対策組織へ参集します。参集

後は、災害対策組織の本部長の指示に従い行動します。 

ウ 各職場の長は所管職場の次の一次情報を速やかに災害対策組織本部へ伝令又

は電話・無線等により連絡することが必要です。 

（ア）所属人員の安否確認（不明者、負傷者の有無等） 

（イ）入退場者数の把握 

（ウ）施設の被災状況 

（エ）避難状況（大津波警報発令時） 

（５）夜間・休日の地震発生後 

ア 正式な災害対策本部が立ち上がるまでの間、交替者を中心とした防災体制と

行動基準を明確にしておきます。また、限られた人数の中で、人命最優先に行

動することと災害に対する行動を優先するため、プラントの自動停止を導入し

ておくことも重要です。 

イ 大規模地震が発生した場合には、原則として事業所外から参集する要員を決

めておきます。ただし、次に該当する要員（以下「出勤困難者」）はこの限り

ではないことも事業所として明確に定めておく必要があります。 

（ア）家族、家屋に被害を受けたため、自ら対応措置が必要である場合 

（イ）会社までの交通機関が麻痺し、迂回しても出勤出来ない場合 

（ウ）住居が遠距離にある者 

（エ）出張時で出勤出来ない者 

ウ 出勤時における主な注意事項も決めておきます。 

（ア）徒歩での出勤や夜間にまたがる場合のことを考え、懐中電灯、水、食料、

ラジオ、防寒着等を携帯する等、安全対策を施し注意し出勤することを事業

所として決めておきます。 
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（イ）出勤の方法は、自家用車を避けて徒歩、自転車、公共交通機関を使用しま

す。 

（ウ）出勤後は直ちに災害対策組織等に出勤の旨を報告し、災害対策組織や上司

等の指示に従って緊急対策行動をします。 

エ 出勤困難者は、連絡がとれる状況になった時点で可及的速やかに事業所等に

連絡します。 

オ 在宅者はテレビ・ラジオ等で情報収集に心がけ、復旧対策の指示に従い速や

かに出社出来る体制を維持します。 

３ 施設の停止と緊急措置

地震発生時の施設の停止基準と緊急措置を決めておきます。 

（１）施設の地震災害防止のための緊急措置としては、施設の停止を原則として定め

ておきます。 

（２）緊急措置する地震の規模は、あらかじめ決めておきます。 

（３）地震発生後は、必ず２人以上で、事前に決めておいた優先する施設等の点検を

行う必要があります。点検確認の例は以下です。 

ア 火気使用場所の安全確認 

イ 計器類による施設の異常の有無の確認 

ウ 施設被害の有無及び危険物等の漏洩等の確認 

エ 薬品類保管場所の安全確認 

オ 稼動中の実験装置類の安全確認 

カ 防消火設備及び防災資機材の点検 

キ 非常用発電機の点検等 

ク 大津波警報時は、屋外貯蔵所等の流出防止確認 
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＊１：カードマニュアル作成例 
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≪チェックポイント≫ 

・従業員のグループ分けと行動基準 

□１．従業員、従業員以外の勤務時間中、時間外の行動基準別に対応グループ分けを行

っているか 

□２．各グループの行動基準は明確になっているか 

□３．各自の行動基準を明確にした携帯カード型のマニュアル等はできているか 

□４．施設の停止基準を定めているか 

・地震警戒宣言発令時

□５．情報伝達する仕組みになっているか

□６．避難経路、備品・備蓄の確認を行う基準になっているか

 ・地震発生時

□７．事業所内の作業は、即座に中止し、身の安全を確保する基準になっているか 

・平日昼間の地震発生直後

□８．指定の場所に参集し安否確認を行うことになっているか 

・平日昼間の地震発生後

□９．施設の緊急停止やプラントの安全対策の措置、防潮堤の設置（大津波警報発令

時）を最優先に行う基準になっているか 

□10．災害対策組織を自動設置することになっているか 

□11．所属人員の安否確認、入退場者数の把握、施設の被災状況、避難状況（大津波警

報発令時）の情報を災害対策組織へ連絡を行うことになっているか 

・夜間・休日の地震発生後

□12．災害対策本部が立ち上がるまでの間の交替者を中心とした防災体制と行動基準を

明確にしているか 

□13．事業所外から参集する要員に対して、出勤方法、情報収集方法、出勤困難者の対

応を明確にしているか 

 ・地震発生後の施設等の点検

□14．施設の点検項目、担当者等を決めているか

□15．従業員の行動は、原則２名以上の複数行動とすることを明確にしているか 


